
お茶の水地理 第28号 1987年

結核問題の地域格差の変遷とその背景要因

1.はじめに

戦前まで猛威を奮っていた結核も,今では多く

の人に過去の病気と思われるようになった｡確か

に戦争直後の死亡率10万対187.2に比べれば,昭

和60年のそれは3.9と著しく減少 した｡死亡順位

も1位から16位に低下した｡しかし昭和60年末現

在でも30万人が結核として保健所に登録され,15

万人が結核の治療を受けている｡そして,この年

新たに発病 した者は6万人であった｡

結核の薬ス トレプトマイシン(SM)パス(PAS)

ヒドラジッド (INH)が発見され一般に使われる

ようになったのが,昭和20年代後半である｡日本

ではその後結核の死亡が急速に減少した｡この傾

向はヨーロッパ諸国でも同様であるが,ヨーロッ

パでは18世紀の産業革命に伴 う爆発的な流行の

後,既に19世紀には結核の死亡が下がり始めてい

た｡この減少は結核蔓延の波の通過や,生活水準

の向上などで説明されている｡ヨーロッパの結核

蔓延の波は,何百年ものオーダーで西から東-移

動していったと言われている｡そしてこのような

結核蔓延の波の移動は,各時代の結核蔓延の地域

格差を生みだすものである｡

日本もヨーロッパ同様,明治維新によって興さ

れた産業化とともに結核の爆発的な流行があった｡

その流行はヨーロッパのように西から東といった

地理的移動ではなく,明治以降の近代産業の発展

に伴 う急速な環境の変化に翻弄され,大都市を含

む都府県や北陸地域で猛威を振 うなど特定地域に

集中していた｡そこでは結核に未感染の青少年が

結核蔓延の激しい都会に働きにやってきて,苛酷

な労働条件の下で結核にかか りある者はそこで,

ある者は帰郷 して死亡するといったことが,-般

的であった｡大正から昭和の初めにかけて北陸地

方の女性の高い結核死亡率は,女工哀史から容易

に理解されるだろう｡19世紀後半になって近代産

業の興隆をみた日本は,ヨーロッパ諸国に比べて

結核の歴史が浅く,昭和20年代後半の抗結核薬の

大 森 正 子

登場を,まだ蔓延のピークが続いている状態で迎

えることとなった｡よって日本の結核の歴史は,

ヨーロッパのように単純に流行の波の空間的な移

動で説明することは困難である｡なお最も高い死

亡率を示した大正7年(1918年)の結核死亡率257.

1でもロンドンでの最高値1740年の10万対900に比

べると1/3余 りで,ヨーロッパでの流行がいか

に激烈であったかは想像にかたくない｡

日本でも確かに近代化学療法導入以前に結核死

亡率の低下がみられた県がある｡しかし抗結核薬

登場時期まで国をあげての国産振興とたびかさな

る戦争による環境悪化をあじわってきた日本で

は,殆どの地域で戦争終結と時を同じくして現れ

た抗結核薬の登場で結核の高い蔓延に終lL符を

打ったといえる｡そしてこの時期を境にそれまで

社会環境や衛生環境など,自然の経過にまかせて

きた日本の結核の蔓延の地理的分布が大きく変

わってきた｡

その特徴は産業と強く結びついてきた結核の蔓

延が,全体的に西南日本に移ってきたことである｡

西に高く東に低い,いわゆる西高東低の結核蔓延

の分布は30年以上経過した今日でも変わらぬ特徴

となっている｡これまで多くの研究者が結核蔓延

の地域格差について研究してきた｡そして昭和20

年代後半の結核死亡率の激減に化学療法の果たし

た役割は,殆どの研究者の同意を得ることとなっ

た｡しかし相対的な地域格差そのものには様々な

要因が複雑に関与し,その総合的な解析が望まれ

ている｡

本研究では地域格差の問題のうち特に西高東低

の地理的分布に着目し,その状況をもたらしたと

考えられる要因を経年的に分析 し,その程度を定

量的に把握することに主眼をおいた｡

2.資料と方法

結核の蔓延の地域格差を戦前から見るには死亡

率が唯一信頼できる指標であるので,地域格差の

推移とその要因分析には主に県別死亡率を用いた｡
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分析対象の死亡率は,1925-40年には5年ごと,

1947-84年は各年ごと,沖縄県を除く46都道府県

の計42年分である｡地域格差の大きさは変動係数

より観察した｡地理的分布の経年的な変化は,県別

の死亡率の平均偏差を各年ごとに標準偏差で基準

化し,棒グラフによって表 し観察した｡更に都道府

県別死亡率の異なる年次間の相関係数を計算 し,

これを類似度としてクラスター分析を行 った｡地

域格差に関わる要因は,回帰分析により検討した｡

3.結果

42年分の県別死亡率をクラスター分析にてグ

ループ分けした結果1940-47年の間,1950-51年

の間,1979-80年の間を境に大きなクラスターに

まとめることができた (表 1,図 1)｡以後この年

代グループを Ⅰ期,Ⅰ期,Ⅲ期,Ⅳ期と呼ぶこと

にする｡

表 1 結核死亡率減少速度と各種要因との関係

観 察 年 時 期 年平均減少率 第 i次産業 老年人 lけヒ BCG(51.52)S.P.(52.53)胸部(52.53)胸部(5_6.57) S.P.H.(56.57)

単 相 関 係 数

1925′-40 I -3.3% N.S. N.S. N.S. N.S.

1947-ノ50 Ⅱ 7.9 0.312☆ N.S. N.S. N.S∴

1955′-63 m 8.7 N.S. -0.577☆☆ N.S. N.S.
1969-77 8.6 N.S. N.S. N.S. N.S.

1925262740474849505152535455565758596061626364656667686970717273747576777879808182837

25-40 47-50
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図 1 結核死亡率のプロフィールより見た年次クラスターの樹形図(ウォード法)
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お茶の水地理 第28号 1987年

各年の標準偏差を平均で割って求めた変動係数

を地域格差の指標として,その経年変化 (破線)

をみると (図2),結核の地域格差は1940年代の

終わ りより1950年代前半にかけて最も小さい｡地

域格差は急速な死亡率の減少が一段落した1954年

頃再び拡大する｡地域格差の拡大は1970年頃まで

続き,その後格差大で安定傾向を示す｡第Ⅲ期以

降の特徴である西高東低のパターンは (図 3),

錐｣率〔人F110)j対) 変動係数 (%)

1925■30 ■35■40 '47 '50 55 '60 '65 '7D '75 '80

図2 結核死亡率年次推移と変動係数

1930(昭 5) 1950(昭25)

格差が拡がる時期より若干早い1951年に現れた｡

そしてこの分布パターンは,図で見る限り現在ま

で続いているが,クラスター分析からは新たに第

Ⅳ期とされる時期のあることが考えられた｡この

第Ⅳ期の特徴は西高東低の分布パターンを残しな

がらもその傾向がやや崩れ,結核死亡率の相対的

に高い県が全国各地に散在し始めてきたことにあ

る(図4)0
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図4 結核死亡率の高率地域の推移模式図

1960(昭35) 1970(昭45) 1980(昭55)

図3 死亡率の都道府県間格差の経年変化
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つぎに西高東低を特徴づけている第Ⅲ期,第Ⅳ

期の分布パターンに関係している背景要因につい

て検討した｡まず過去の蔓延との関係では,第 1

期,第Ⅰ期の死亡率がどの程度第Ⅲ期以降の死亡

率と関わっているかを検討したが1970年でほぼそ

の関係が消失する (図5)｡初期の各治療法別に

その後の死亡率との関係を検討したが,この方法

ではあまり大きな関係は見られなかった (図6)0
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図5 1935(昭10),1950(昭25)年死亡率の

その後の死亡率-の予測力
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それに代わって老年人口比との関係が大きくなっ

てきた (図7)0
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図テ 第三次産業人口割合,老年人口比の死亡率
-の予測力

結核死亡率の減少速度は当然のことながらその

後の死亡率と大きく関係していたが,抗結核薬の

登場による急速な減少期とそれに続く10年あまり

の減少率が,その後の死亡率と大きく関係してい

た (図8)｡結核死亡率の減少速度は,第Ⅰ期には

第三次産業人口割合と正の,急速な減少期とそれ

に続く十数年間は老年人口比と負の,急速な減少

期はその後の1956,57年S.P.H(SM.PAS.

INH)三者併用割合と,正の相関を示した(義)｡次

にこれらの要因を組合わせて重回帰分析を行った

結果(図9),第三次産業人口割合,老年人 口比,

寄与率
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図6 各治療法のその後の死亡率-の予測力

1960年代には都市化の要因が地域格差に影響し

ているとの報告があったが,第三次産業人口割合

との関係で見る限り都市化の要因との関係は徐々

に薄れ,1960年代半ばで統計的有意性の差を失う｡
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お茶の水地理 第28号 1987年

1956,57年S.P.Hと胸部外科の4要因で,第Ⅲ期

半ばの死亡率のばらつき (分散)を60%ほど説明

できた｡S.P.H時代初期の結核対策の程度も統計

的有意性の差が見られた｡第Ⅳ期に入るとこれら

の4つの要因による死亡率-の説明力はかなり小

さくなり,これ以外の要因と死亡率のばらつきと

の関係が示唆された｡

(重回帰)

1955 '60 ■65 70 75 '80 '84年

BCG接種 (51.52).SM PAS使用 (52,53).胸部外科 (52,53)はN S

図9 いくつかの要因による死亡率-の説明力

4.考察

戦前戦後を通 し地域格差の最も小さかったの

は,戦後の混乱期第 Ⅰ期から抗結核薬の登場によ

る結核死亡の急減が一段落した第Ⅲ期初期までで

ある｡戦前まで結核の蔓延が近代産業の発展によ

る社会環境変化の著 しい地域に限られていたの

が,戦後の全国的な環境悪化の中で日本全国に広

まったためと考えられる｡急速な結核死亡率の減

少は第 Ⅱ期に既にその兆しをみせ,それはまず第

三次産業人口割合の高い都市部で始まった｡近代

化学療法が一般に広まる前でありながら,都市部

では抗結核薬使用-の対応も早く,大企業ではⅩ

線による集団検診など結核予防対策-の努力が,

よりなされたためと考えられないだろうか｡とも

かくSMは1944年,PASは1946年,INHは1952年
に発見され,まず単独及び二者併用の治療が始

まった｡それらは単独使用でもまず患者を死亡か

ら救い,その効果は若年層に顕著に現れた｡当時

20歳前後の結核死亡の多 くを占めていた腸結核や

喉頭結核はこの時期に急減したといわれる｡従っ

て,1954年に始まった,より本格的な化療方式で

あるS.P,H.三者併用時代の到来には,既に年平

均20%という死亡率の急速な減少期は終わ りを遂

げていたと考えられる｡

この急速な減少期とその後に続 く十数年,結核

の減少が著しかったのは若い年齢の多い地域で,

老年人口割合の多い地域では減少もそれほど顕著

ではなかった｡S.P.Hの治療効果は50歳以上と未

満でかなり違うという報告があり,これも老年人

口比と死亡率減少速度との関係を説明することに

なろう｡都市化の要因が1960年代になって薄れて

きたことは,高度経済成長による生活水準の向上

や都市での生活環境が著しく改善されたためと思

われる｡

急速な結核患者発生の減少によって感染の機会

も激減した｡感染-の危険性の低下は20歳前後の

初感染発病 (結核菌に免疫のないところ-感染力

の強い結核菌の侵入を受けて,いっきに発病-至
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図10 年齢階級別の結核死亡率の推移(主要年次)

〔結核の統計1982より〕
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る)を減少させ,発病は既感染発病 (以前感染は

したが発病-は至らず病原菌が姿をかえて潜んで

いて,個体の抵抗力が弱まった時再び頭をもちあ

げて発病に至る)-と変わっていった｡1970年代

終わ りには,既感染発病が全発病者の95%を占め

たと報告されている｡既感染からの発病は感染当

初の感染の強さよりも,個人のもつ生物的,社会

的要因によるものが多いとされ,老人のやせは結

核発病に強く結びついていると言われている｡

高年齢層からの既感染発病もさることながら,

死亡に至る期間がのびてきた｡その中には初期の

化癖に失敗 し10年以上もの闘病の後に死亡する患

者や,病変は安定しても心肺不全で結局は死亡す

る人など,初期の治療が後々にまで影響している

ケースもある｡ これが1956,57年の化学療法や外

科療法がその後の死亡率と関係を保っている理由

であろう｡同時に,死亡までの期間が長 くなって

1930(昭5) 1950(昭25)

いることは,高年齢者からの死亡を多くする一因

になっていると考えられる｡このように近代化学

療法の登場は結核の発病,死亡を高年齢層へと押

し上げていく結果となって現れた (図10)0

このような状況をふまえ西高東低の分布パター

ンの発生に着 目してみると,西高東低の分布パ

ターンは1951年に現れたが,この年は結核予防法

による公費負担制度が発足 した年でもある｡ま

た,この年には国内生産と輸入品の抗結核薬が同

時に出回り,SP,PASの二者併用が大々的に普及
したと言われている｡この時期を境に老年人口比

の多い県で結核死亡の減少の遅れが顕著に観察さ

れている｡そして地域格差拡大の時期,老年人口

比が死亡率を説明する要因としてクローズアップ

されてきた｡さて,その老年人口比の地理的特徴

を見ると,それは戦前戦後を通し西南日本に高い

分布を示していることが観察される (図11)｡ こ

1960(昭35) 1970(昭45) 1980(昭55)午

図11 老年人口比の都道府県間格差の経年変化
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お茶の水地理 第28号 1987年

の人口構成の特徴が何によってもたらされている

かは,今回の研究領域を越えるところであるが,

その特殊な人口構成が化学療法の一般-の急速な

浸透と,化学療法による発病の様相の変化をもろ

にうけて,西南日本を相対的に高い結核の蔓延地

域に拡大していった大きな背景要因と思われる｡

参考文献,統計手法の詳細については,結核

VOL.61,NO.ll｢結核とその対策にみられる地

域格差とその解決法｣の ｢結核問題の地域格差の

変遷と要因分析｣を参照されたい｡

(結核予防会結核研究所,昭50 院)
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